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地方自治法改正に関わる意見書 

 

令和６年３月１日，地方自治法改正案が閣議決定され，第２１３回通常国会におい

て可決された。この改正では，大規模な災害，感染症のまんえん，その他これらに類

する国民の安全に重大な影響を及ぼす事態が発生した場合，個別法に規定がなくても，

閣議決定を経て，国が地方自治体に対して必要な指示ができるとする特例を設けるこ

ととしている。 

今回の改正は，現行法制では大規模災害や感染症のまんえんなどの特殊な状況に十

分対応できていないことから，個別法の適用が及ばない場合について，地方自治法の

規定により広く対応できるようにすることを目的としている。  

しかし，改正の内容は，適用範囲が広範にわたるものであり，これにより国の地方

自治体に対する権限が強化されることは，国と地方の対等な関係が損なわれる懸念が

ある。 

そのため，全国知事会は，この改正案の閣議決定を受けて，「国の補充的な指示が

地方自治の本旨に反し安易に行使されることがない旨が確実に担保されるよう，事前

に適切な協議・調整を行う運用の明確化などが図られるよう強く求める」と国に対し

て声明を出している。 

よって，国においては，重大事態発生時に，国の指示が安易に行使されることのな

いよう，地方自治体にあらかじめ資料又は意見の提出を求めることや手続を遵守する

ことなど，適切な要件を設定して対応に当たることを強く要請する。  

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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